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■ 本調査について
　この調査は、日本高等教育開発協会とベネッセ教育総合研究所の共同研究として実施したものである（両団体
の詳細は巻末の紹介を参照されたい）。
　平成24年８月に出された文部科学省の中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に
向けて」では「主体的な学修を促す学士課程教育への転換」を求めている。その具体的な手立てが、教員と学生が意
思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら知的に成長する場を創り、学生が主体的に
問題を発見し解を見いだしていく能動的学修（アクティブ・ラーニング）への転換である。こうした能動的学修は、
カリキュラムの中にねらいをもって位置づけることが必要であり、カリキュラムのマネジメントがこれからの
大学教育改革の課題となる。
　こうした問題意識の下、本調査研究は、全国の大学における、学生が自ら能動的に学ぶ「主体的な学習」を促すた
めのカリキュラムの現状と構築の方法の把握を目的として実施したものである。

■ 調査概要
調査テーマ　全国の大学におけるカリキュラムの実態
調 査 目 的　大学教育の運営のあり方及びその支援方策のあり方を検討するための基礎データとすること。
　　　　　　また、結果を公表し、大学の教学改善やカリキュラム編成等に役立てていただくこと。
調 査 方 法　郵送法による質問紙調査
調 査 対 象　全国の国公私立大学2,376学科の学科長
　　　　　  （配布数5,196通、回収率45.7％）
　　　　　　※�ベネッセコーポレーションが所有する進研模試（2012年11月）の全国の学部・学科リストを利用し、その全部に配布

した。
　　　　　　※�6年制医歯薬獣医学科を含む。大学院大学、放送大学、通信制のみの大学を除く。
調 査 時 期　2013年2 ～ 3月
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● 本調査での「主体的な学習」の定義
本調査では、「授業および授業以外の場で、学生自らが能動的に学ぶ態度や行動」を「主体的な学習」
としている。

● 本調査結果を読む際の留意点
・�本調査結果で使用している百分比（%）は、有効回答数のうち、その設問に該当する回答者を母数とし

て算出し、小数点第２位以下を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、数値の和が100にならない
場合がある。

・各図表内の（　）内の値はサンプル数を表す。
・�大学の入試難易度（偏差値）は、2012年度 第３回ベネッセ・駿台マーク模試11月の偏差値（B判定基

準［合格可能性60%以上80%未満］）を用いた。

学科系統の区分 調査票で示した学科系統

人文科学 人文系統（文学、心理学、文化学など）
外国語系統（外国語学部など）

社会科学

社会学系統（社会学部、社会福祉学部など）
法学系統（法学、政治学、政治経済学など）
経済学系統（経済、経営、商学部、流通学など）
国際学系統（国際関係学、国際情報など）

教育 教育学系統（学校教育学、教員養成など）

理工 理学系統（理学部、生命科学、地球環境など）
工学系統（理工学部、システム工、情報工など）

農水産 農学・水産学系統（農、水産、生物資源、獣医、酪農など）

医･薬･保健 保健衛生系統（保健、保健医療、看護、看護医療など）
医学（医学部）、歯学（歯学部）、薬学系統（薬学部など）

その他
生活科学系統（家政、食物栄養、人間発達、保育など）
芸術系統（造形、音楽など）
総合科学（総合）系統（総合科学、教養、環境情報など）
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調査結果からみえること
主体的な学習を促すカリキュラムの現状と課題

ベネッセ教育総合研究所　高等教育研究室　主任研究員　樋口　健

■�主体的な学習を促す教育のカリキュラム導
入が進んでいる

　本調査の第一のテーマは、主体的な学習を促す
教育方法（いわゆるアクティブラーニング）がど
のようにカリキュラムに導入されているかを確
認することである。結果からいうと、「全学、学科
ともに組織的に取り入れている」が半数以上の
54.3％にのぼり、「学科の教育の中でのみ、組織
的に取り入れている」が26.3％であった。既にか
なりの割合で、それも「組織的なレベル」で主体
的な学習を促す教育がカリキュラムに取り入れら
れている実態が確認された。
　その具体的中身は学科系統により多様だ。全体
としてはプレゼンテーションや調査学習、討論・
ディベート、フィールドワークなどが多い。学科系
統別にはプレゼンテーションや調査学習は学科の
別を問わず多いが、インターンシップは社会科学
系統、理工系統に多く、討論・ディベートとフィー
ルドワークは人文・社会科学系統で多い。上級生が
サポートする授業は理工系統、PBLは医・薬・保健
系統で目立つといった具合である。周知のように、
平成24年8月に中央教育審議会は答申の中で学
士課程の質的転換を目的として「能動的学修（ア
クティブラーニング）」を提唱した。調査結果をみ
ると、国の提言を待つまでもなく、大学の現場では
既に先行して進んでいるようだ。

■�カリキュラム改訂には、特にディプロマポ
リシーとの整合を重視

　本調査ではさらに一つのテーマとして、主体的
な学習を促すカリキュラムの改訂状況について
も詳細に把握している。改訂のきっかけとしては
「予定されたカリキュラム見直し時期がきて」や
「学部・学科の改編に合わせて」等が多かった。自
由記述からは、並行して「関連する資格・免許取得
に係る法改正」「社会や時代のニーズ、学生の変化
に合わせて」といった環境変化への対応もあげら
れている。
　そのねらいは「主体的な学びの姿勢や意欲を身
につけさせる」「学力を向上させる」「社会に出た
時に必要な汎用的能力の育成・強化」等であり、私
立では「志願者数を増やす」といった経営上のね

らいも固有に存在するようだ。この過程を主導し
決定するのは全学の経営側ではなく、やはり学部・
学科サイドである。
　また、カリキュラム改訂の際に最も重視されて
いるのは、「ディプロマポリシーに沿った教育目
標の達成」であり、実に５割が「とても重視した」
と回答していた。2008年の学士課程答申以来、
ディプロマポリシーとカリキュラムポリシー、ア
ドミッションポリシーの一体的運用が求められて
きたわけだが、カリキュラム改訂においてその方
針が十分に意識されている状況が浮き彫りになっ
た格好だ。次いで重視されているのは、「学生に過
度な負担がかからない」「既存の教員だけで、科目
への配置ができる」といった運用のしやすさ、教
授会での承認、多くの教員の意見の反映といった
教員間の円滑な合意形成に関してであった。一方、
この「教員間の合意形成」については、重視され
る半面、改訂の阻害要因としてもトップにあげら
れており、その難しさが示された。

■�教員の業績評価に加え、教員負担や授業に
おける方針の徹底などが課題に

　カリキュラムの評価方法については、国公私と
も学生からの意見・アンケート収集や成績の状況
が共通の指標となっている。国立大学においては、
在学生の他、卒業生や企業等、より多様なステーク
ホルダーからの意見を収集し評価している状況が
明らかとなった。
　また、カリキュラム運用上の課題としては、「『主
体的な学習』を促す授業が実践できる教員を評価
するための業績評価システムがないこと」や、学習
成果として、「学生に主体的な学びの姿勢や意欲
が身についていない」等の課題に加え、「カリキュ
ラム実施において教員に過度な負担がかかってい
る」「カリキュラムの趣旨や方針を踏まえ、各科目
の到達目標を作成し、授業を設計するのがたいへ
ん」等の項目があげられた。改訂したカリキュラ
ムの方針を、多様な科目・授業の中に確実に織り
込んでデザインすること、さらにその趣旨を個々
の教員が理解して授業実践の中で実現し続けてい
くこと、両面の克服が課題となっているようだ。
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１ 主体的な学習を促す教育の実施状況と体制について
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全学、学科ともに組織的
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学科の教育の中でのみ、
組織的に取り入れている
（学科共通の場合も含む）

全学の共通（教養）教
育の中でのみ、組織
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組織としては取り組んで
いないが、一部の教員が
自主的に取り入れている

取り入れて
いない

（％）

無回答

図１　「主体的な学習」を促す教育方法のカリキュラムへの導入（全体・設置者別・学科系統別）

1 主体的な学習を促す教育方法の導入状況
５割強の学科が「全学、学科ともに組織的に取り入れている」
　主体的な学習を促す教育方法のカリキュラムへの導入状況についてたずねたところ、「全学､ 学科ともに
組織的に取り入れている」（①）が54.3％で最も多く、次いで「学科の教育の中でのみ､組織的に取り入れてい
る（学科共通の場合も含む）」（②）26.3%、「全学の共通(教養)教育の中でのみ、組織的に取り入れている」（③）
4.6%と続いた。全体の85.2%が何らかの形で「組織的に取り入れている」（①～③計、以下同）と回答してい
る。学科系統別にみると、「理工」「農水産」といった理系の学科で「組織的に取り入れている」割合が９割と高
くなっている。

貴学科では現在、組織的に｢主体的な学習」を促す教育方法をカリキュラムに取り入れていますか。
（○は１つ）Q
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2 主体的な学習を促す取り組みの実施内容
最も多く実施されているのは「プレゼンテーション」
　主体的な学習を促す取り組みの実施内容を、「全学の共通（教養）教育」「学科の教育」（以下、それぞれ「全学」

「学科」とする）に分けてたずねた。最も多かったのが、全学、学科とも「プレゼンテーション」で、全学45.8%、
学科83.2%であった。次いで多いのが、全学では、「海外学習」43.9%、「インターンシップ」43.0%、学科では

「個人・グループでの調査学習」74.4%、「討論・ディベート」57.8%であった。設置者別にみると、大きく異な
るのは「インターンシップ」で、国立の実施率が全学26.6%、学科63.1%と、公立･私立に比べて、学科の教育
の中に位置づけているところが多くなっている。

貴学科では「主体的な学習」を促すという観点で、どのような取り組みをしていますか。「全学の
共通（教養）教育」と「学科の教育」に分けて、あてはまるものにすべて○をつけてください。

図２　「主体的な学習」を促す取り組みの実施割合（全学の共通（教養）教育）

Q

全学の共通（教養）教育の中で取り入れている

注１）複数回答。　注２）n=1,652（詳細はp.7の※参照）
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。図３も同じ
注４）「海外学習」は、調査票では、「海外学習（海外留学、海外企業などへのインターンシップなど）」として示している。図３も同じ

図３　「主体的な学習」を促す取り組みの実施割合（学科の教育）

注１）複数回答。　注２）n=2,166（詳細はp.7の※参照）
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１ 主体的な学習を促す教育の実施状況と体制について
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2 主体的な学習を促す取り組みの実施内容
最も多く実施されているのは「プレゼンテーション」

　４つの学科系統について比較をすると、全体に実施率の高い「プレゼンテーション」「個人・グループでの
調査学習」はどの学科系統でも高く、顕著な違いはみられない。「インターンシップ」は、「人文科学」では、全学
での実施率が高く（53.3%）、学科の教育の中では低く（31.2%）なっており、他の学科系統では学科での実施
率の方が高いのに比べて、位置づけに違いがみられる。また、「上級生がサポートする授業」は全学・学科とも
に「理工」での実施率が高く、「PBL」は「医･薬･保健」で高いといった傾向がみられる。

図４　「主体的な学習」を促す取り組みの実施割合（学科系統別）

全学の共通（教養）教育の中で取り入れている 学科の教育の中で取り入れている

注)複数回答。　

※�左右のグラフの対象数は、「組織的に『主体的な学習』を促す教育方法をカリキュラムに取り入れていますか」の問いの回答（p.5 図１参照）によって
異なる。

　・�「全学の共通（教養）教育の中で取り入れている」（左図）：「①全学、学科ともに組織的に取り入れている」「②組織としては取り組んでいないが､一部
の教員が自主的に取り入れている」「③全学の共通（教養）教育の中でのみ、組織的に取り入れている」の回答者。対象数は1,652件。

　・�「学科の教育の中で取り入れている」（右図）：上記①②の回答に加え、「④学科の教育の中でのみ、組織的に取り入れている」の回答者。対象数は2,166件。
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（％）

62.5

60.7

51.3

45.8

44.5

38.4

29.3

28.1

20.7

18.0

プレゼンテーション（2,006）

個人・グループでの調査学習（1,774）

PBL（Problem/Project Based learning）（751）

討論・ディベート（1,432）

フィールドワーク（1,257）

インターンシップ（1,509）

サービスラーニング（570）

海外学習（1,188）

上級生がサポートする授業（927）

ラーニング・ポートフォリオ（629）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 10 20 30 40 50 60 70 80

「特に有効と思う」の選択数

実施件数
％＝

3 主体的な学習を促すために有効な取り組み
有効と感じているのは「プレゼンテーション」「個人・グループでの調査学習」
　図５は、主体的な学習を促すために特に有効と思う取り組みを３つまで選んでもらい、その選択数を、各
取り組みの実施件数を分母にして除したものである。これを便宜的に「特に有効と感じている率」として比
較をすると、最も高いのが「プレゼンテーション」（62.5%）、次いで「個人・グループでの調査学習」（60.7%）、

「PBL」（51.3%）であった。このうち「PBL」は、実施率はさほど高くはないものの（p.６参照）、実施していると
ころでは比較的評価が高いといえる。

前問で「全学」もしくは「学科」で取り入れていると回答した取り組みのなかで、「主体的な学習」を
促すという観点で、特に有効と思う取り組みを３つまで選んで、番号をお答えください。

図５　「主体的な学習」を促すために特に有効と思う取り組み（実施件数に占める選択率）

Q

注１）�複数回答（３つまで）。
注２）  「その他」は省略している。
注３）�  �（　）内は、各取り組みを、「全学の共通教育」または「学科の教育」のいずれかで実施している件数（どちらか１つでも該当があれば１件、どちらと

も該当があっても１件とカウントしている）。選択率は、例えば、「プレゼンテーション」の場合、「『特に有効と思う』の選択数1,254件／実施件数
2,006件＝62.5%」となる。
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１ 主体的な学習を促す教育の実施状況と体制について

主
体
的
な
学
習
を
促
す
教
育
の
実
施
状
況
と
体
制
に
つ
い
て

１

入学前教育

初年次教育

入学後の補習教育・リメディアル教育

共通（教養）教育

専門教育（ゼミ・卒論指導等以外）

専門教育（ゼミ・卒論指導等）

その他

0 20 40 60 80 100（％）

0 20 40 60 80 100

60.7

13.1

9.9
22.9

57.3

81.5

2.3

入学前教育

初年次教育

入学後の補習教育・
リメディアル教育

共通（教養）教育

専門教育
（ゼミ・卒論指導等以外）

専門教育
（ゼミ・卒論指導等）

その他

0 20 40 60 80 100（％）

0 20 40 60 80 100

11.9
12.7
10.7
16.2

67.8
63.0

58.1
57.7

5.9
6.9
12.9
12.2

20.0
24.2

20.0
24.4

55.6
47.2

62.3
60.5

86.9
83.5
86.3

66.2
0.6
2.7
1.8
4.5

人文科学（320）
社会科学（479）
理工（599）
医・薬・保健（352）

図６　「主体的な学習」を促す教育を実施している時期・段階（全体・設置者別）

4 主体的な学習を促す取り組みの実施時期
初年次教育での実施が6割
　主体的な学習を促している年次・段階は、「専門教育（ゼミ･卒論指導等）」（81.5%）が最も多く、次いで「初年
次教育」（60.7%）、「専門教育（ゼミ・卒論指導等以外）」（57.3%）と続く。設置者別にみると、私立の「初年次教
育」（63.7％）、「入学前教育」（16.6%）での実施率が相対的に高い（図６）。また、学科系統別には、「人文科学」

「社会科学」といった文系学科でも、「専門教育（ゼミ・卒論指導等以外）」での実施率がそれぞれ 55.6%、
47.2%と５割前後にのぼる。文系学科の専門教育の中でも、ゼミ・卒論指導に限らず、主体的な学習を促す教
育が広く行われている様子がうかがえる（図７）。

貴学科では主にどの年次・段階で「主体的な学習」を促していますか。特に力を入れているものに
ついて、すべてお答えください。（○はいくつでも）Q

注）複数回答。

注１）複数回答。
注２）�n=2,276。対象は、「組織的に『主体的な学習』を促す教育方法をカリキュラムに取り入れていますか」の問いに対し、「取り入れていない」「無回答」

以外の回答者（p.5 図１参照）。図７も同様。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。

図７　「主体的な学習」を促す教育を実施している時期・段階（学科系統別）

国立
（489）

公立
（189）

私立
（1,598）

4.1 6.3 16.6 

52.8 56.1 63.7 

4.1 4.8 12.3 

27.4 30.2 20.7 

63.6 55.6 55.6 

80.8 79.4 81.9 

1.2 0.5 2.8 

（％）
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5 学習環境の整備状況
教室・スペースの整備は進んでいるが、人の活用は遅れ気味
　主体的な学習を促すカリキュラムを運用するための施設･設備や人員などの学習環境の整備状況につい
てたずねた。まず、「専用の教室・スペース」の有無については、「プレゼンテーションや映像の視聴」「ディス
カッションやグループワーク」を行うためのものがそれぞれ54.2%、47.3%とほぼ５割の学科で整備されて
いる。一方、人員に関しては、「『主体的な学習』を促すための授業をサポートするTA･SA」が34.3%と３割以
上で活用が進んでいるが、「『主体的な学習』を促すための授業を行う専門の教職員」は13.9%と少数であっ
た。また、ICT環境の整備は、相対的に国立が進んでおり、公立では低くなっている。

貴学科での「主体的な学習」を促すカリキュラムのための施設・設備や人員について、導入・準備
しているものを、（複数学部で共用する場合を含め）すべてお答えください。（○はいくつでも）

図８　「主体的な学習」を促すカリキュラム運用のための施設･設備や人員（全体・設置者別）

Q

注１）複数回答。
注２）�n=2,276。対象は、「組織的に『主体的な学習』を促す教育方法をカリキュラムに取り入れていますか」の問いに対し、「取り入れていない」「無回答」

以外の回答者（p.5 図１参照）。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。

国立
（489）

公立
（189）

私立
（1,598）

49.5 50.8 56.1 

45.0 47.6 47.9 

47.6 39.2 40.5 

64.6 43.4 48.2 

40.9 27.5 29.5 

14.3 11.1 8.7 

44.2 27.0 32.1 

10.8 10.1 15.3 

4.1 3.7 3.4 

8.6 15.9 11.7 

（％）
（％）

授業でプレゼンテーションや映像の視聴
などを行うための専用の教室・スペース

授業でディスカッションやグループ
ワークを行うための専用の教室・スペース

学生の自主学習のためのスペース
（ラーニングコモンズなど）

無線ＬＡＮなどの設備

LMS、eラーニング、グループウェアなど

授業で利用する回答数等を
表示する機器（クリッカーなど）

「主体的な学習」を促すための
授業をサポートするTA・SA

「主体的な学習」を促すための
授業を行う専門の教職員

その他

特に導入・準備している施設・
設備はない、人員はいない

0 20 40 60

0 10 20 30 40 50 60

54.2

47.3

41.9

51.4

31.8

10.1

34.3

13.9

3.6

11.4

Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境

ス
ペ
ー
ス

人
員
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１

１ 主体的な学習を促す教育の実施状況と体制について

（％）

教員間の授業参観や検討会の開催

大学外部の学会や研修会への派遣

FDハンドブック等の作成・配布

模擬授業の実施

その他

特に取り組んでいることはない

大学内部の教員向けの
研究会や講演会の開催

教員の指導力向上のための
ワークショップの開催

教員表彰制度
（ベストティーチャー賞など）

0 20 40 60 8010 30 50 70

0 10 20 30 40 50 60 70 80

64.1

46.2

34.5

25.3

21.8

17.5

12.7

3.9

13.5

（％）

0

20

40

60

80

10

30

50

70

10
20
30
40
50
60
70
80

１学部
（304）

２～３学部
（547）

４～５学部
（545）

６～７学部
（315）

８学部以上
（486）

大学内部の教員向けの研究会や講演会の開催

大学外部の学会や研修会への派遣

教員の指導力向上のためのワークショップの開催

63.2 66.7 65.1
61.6 63.6

40.8

19.7

36.9

21.6

34.1

28.4

33.7

30.5

29.7

26.5

6 教員の指導力向上の取り組み
６割強の学科で、学内の教員向けの研究会や講演会を実施
　教員の指導力向上の取り組みとして多く行われているのは、「大学内部の教員向けの研究会や講演会の開
催」（64.1%）で、設置者別にみても大きな違いはない（図９）。次に、図10は、教員研修に関する３つの項目に
ついて大学規模（学部数）別にみたものである。単科大学など大学規模の小さいところでは、「教員の指導力
向上のためのワークショップの開催」に対し、｢大学外部の学会や研修会への派遣」の実施率が高い傾向がみ
られ、大学外部の情報収集や研修の機会を積極的に活用しているようだ。

貴学科では「主体的な学習」を促す授業を実践するために、教員の指導力向上の取り組みを実施し
ていますか。組織的に実施しているものについて、すべてお答えください。（○はいくつでも）

図９　「主体的な学習」を促す授業実践のための教員の指導力向上の取り組み状況（全体・設置者別）

Q

注１）複数回答。
注２）�n=2,276。対象は、「組織的に『主体的な学習』を促す教育方法をカリキュラムに取り入れていますか」の問いに対し、「取り入れていない」「無回答」

以外の回答者（p.5 図１参照）。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。

図10　教員研修の取り組み状況（３項目・大学規模（学部数）別）

国立
（489）

公立
（189）

私立
（1,598）

66.7 63.5 63.4 

45.2 51.9 45.9 

26.0 30.2 37.6 

31.5 22.2 23.7 

27.0 20.1 20.5 

36.0 13.8 12.3 

12.5 6.9 13.5 

3.3 1.1 4.4 

12.5 14.8 13.7 

（％）
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２ カリキュラム改訂について

0 20 40 60 80 100 120

全体（2,156）

（比較的大きな）（1,353）
改訂を経たもの（1,353）

学科新設等に伴い､（624）
新規策定（624）

（％）
半年未満 半年～１年未満 １年～２年未満 ２年～３年

未満

３年～４年未満
４年以上

無回答

わからない、
忘れた

1.411.042.233.04.5
3.72.8

1.4

1.09.343.733.84.7
3.33.0

1.3
2.214.4 5.141.530.6

1.61.9 2.6

改
訂
・
新
規

策
定
別

全
体

0 20 40 60 80 100

全
体

設
置
者
別

全体（2,376）

国立  （503）

公立  （198）

私立（1,675）

（％）
2010年以降 2008～2009年 2006～2007年

2003～2005年
2000～2002年 改訂していない

無回答
わからない1999年

以前

46.8 20.2 12.1 7.4 4.23.7 1.2

1.6

2.7 1.6

31.6 16.9 17.1 12.7 5.4 8.9 3.6
2.2

0.5

1.1

47.5

51.3

21.2

21.1

10.6

10.8

7.6

5.7

5.1 3.5

3.8

2.8
2.2 1.1

3.0 1.0

1 カリキュラム改訂の時期・期間
2010年以降の改訂が約半数。要した期間は1年～ 2年未満が4割。
　この章では、直近の比較的大きなカリキュラムの改訂またはカリキュラムの新規策定についてたずねた結
果を示す。まず、改訂の時期については、「2010年以降」が、46.8%と約半数であった。これを設置者別にみる
と、私立51.3%、公立47.5%に対し、国立は31.6%であり、国立は「2006 ～ 2007年」「2003 ～ 2005年」
が相対的に多くなっている（図11）。次に、カリキュラム改訂に要した期間については（図12）、「１年～２年
未満」「１年未満」（｢半年未満」+「半年～１年未満」）がそれぞれ４割前後である。また、学科新設等に伴う新規
策定の場合には「２年以上」も２割弱となっている。

図11　カリキュラム改訂の時期（全体・設置者別）

直近の（比較的大きな）カリキュラム改訂（新規策定含む）はいつですか。（○は１つ）Q

注）�調査票では、「カリキュラム改訂とは、学部・学科全体に影響を及ぼすような大きな改訂であり、毎年実施している教科名や担当教員の変更等の細
かなカリキュラム改訂は除外してお考えください」としている。

図12　カリキュラム改訂までの期間（全体・改訂/ 新規策定別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）にはどれくらいの時間を要しましたか。（○は１つ）Q

注）�対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。



13

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
訂
に
つ
い
て

２

（％）

定期的なカリキュラム見直し時期がきて

学部・学科の改編に合わせて

学部・学科の新設に合わせて

教員配置見直しに合わせて

学部長・学科長交代に合わせて

外部評価（認証など）に合わせて

外部資金（GPなど）の申請・獲得に合わせて

その他

特にきっかけはない
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29.5
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2 カリキュラム改訂のきっかけ
「学部・学科の改編に合わせて」が最も多い

　カリキュラム改訂のきっかけは、「学部・学科の改編に合わせて」（29.5%）が最も多く、設置者別にみると、
国立では4割に及ぶ。一方、私立で多いのは、「不定期だが、以前から予定されたカリキュラム見直し時期がき
て」（26.9%）、「学部・学科の改編に合わせて」（26.3%）で、それぞれ４分の１程度である。加えて、「学部・学科
の新設に合わせて」（21.4%）も２割を超え、国公立よりも多くなっている。

図13　カリキュラム改訂のきっかけ（全体・設置者別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）のきっかけは何ですか。きっかけとなったものを、すべてお答えく
ださい。（○はいくつでも）Q

注１）複数回答。　注２）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。

国立
（421）

公立
（182）

私立
（1,553）

7.4 15.4 17.9 

20.9 21.4 26.9 

41.6 28.6 26.3 

6.9 13.7 21.4 

6.7 6.0 5.5 

0.5 1.1 1.9 

10.0 3.8 6.0 

2.6 0.5 0.6 

23.5 23.1 15.3 

1.4 3.3 1.8 

（％）

「その他」の内容
・関連する資格・免許取得に係る法改正に伴って
・社会や時代のニーズ、学生の変化に合わせて
・学科新設後の完成年度を迎えて
・モデルコアカリキュラムの導入、改訂に伴って
・JABEE認定のため

＊上から回答の多い順

▲
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（％）

学部長

学科長

教務担当教員（カリキュラム担当）

学部・学科職員

学長・副学長・理事

その他

わからない、忘れた 1.4

5.8

8.2

5.2

19.6

21.8

37.6

0 10 20 30 40

0 5 10 15 20 25 30 35 40

3 カリキュラム改訂の体制
改訂は教務担当教員が主導、学部・学科の権限で決定
　カリキュラム改訂で主導的な役割を果たしているのは、「教務担当教員（カリキュラム担当）」が37.6%で
最も多く、国･公･私立のどの設置形態においても共通している。私立では次いで「学科長」が24.9%と多いが、
国公立では学部長が多くなっている（図14）。
　次に、カリキュラム改訂の決定権が、「全学（学長・副学長・理事）」と「学部・学科」のどちらが強いかたずね
た結果が図15である。国立は６割が「学部・学科の方が強い」と答えている。また、大学規模（学部数）別にみる
と、大学規模が大きくなるほど、「学部・学科の方が強い」の割合が高くなっている。
　さらに、カリキュラム改訂のための特別な組織や人員配置の有無についてたずねたところ（図16）、「カリ
キュラム改訂のための検討委員会」は全体の６割が設置していた。設置者別では、私立の３分の１が「カリキュ
ラム改訂を担う教員」を配置しているが、国立では２割程度となっている。

図14　カリキュラム改訂で主導的な役割を果たした人（全体・設置者別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）において、主導的な役割を果たされた方は誰ですか。（○は１つ）Q

注１）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
注２）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。

国立
（421）

公立
（182）

私立
（1,553）

15.7 24.2 20.1 

14.3 13.7 24.9 

43.7 41.8 35.5 

7.6 5.5 4.5 

8.6 8.8 8.0 

7.1 4.4 5.6 

2.4 1.1 1.2 

（％）
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全体（2,156）

国立  （421）

公立  （182）

私立（1,553）

１学部（296）

２～３学部（538）

４～５学部（507）

６～７学部（292）

８学部以上（444）

（％）

全学（学長・副学長・理事）
の方が強い

どちらかというと
学部・学科の方が強い 無回答

どちらかというと
全学（学長・副学長・理事）の方が強い 学部・学科の方が強い
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カリキュラム改訂のための検討委員会

カリキュラム改訂を担う教員

カリキュラム改訂を担う職員

カリキュラム改訂を担う専門部署

その他

特別には組織・担当を配置していない

60.7

30.0

8.7

3.8

2.7

22.4
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3 カリキュラム改訂の体制
改訂は教務担当教員が主導、学部・学科の権限で決定

図15　カリキュラム改訂の決定権（全体・設置者別・大学規模（学部数）別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）の決定権は、全学と学部・学科のどちらの方が強いですか。
（○は１つ）Q

注）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。

図16　カリキュラム改訂のための組織（全体・設置者別）

通常の教務委員会等とは別に、カリキュラム改訂（新規策定含む）のために、組織や教員・職員を特
別に配置しましたか。配置したものを、すべてお答えください。（○はいくつでも）Q

注１）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
注２）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。
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２ カリキュラム改訂について

（％）
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（％）

効果的・効率的に学生の学力を向上させる

地域社会や企業等の人材ニーズに応える

志願者数を増やす

就職実績や資格試験の合格率を上げる

学生の留年・退学を減らす（なくす）

その他

特に目的はない

66.9

62.8

62.3

53.9

37.0

35.7

20.5

19.7

5.1

3.1

0.2

学生に主体的な学びの姿勢や
意欲を身につけさせる

専門的な知識だけでなく、社会に出た時に
必要な汎用的能力の育成・強化

政策動向や外部評価
（大学認証評価など）に対応する

外部資金（「特色ある大学教育支援
プログラム」など）を申請・獲得する

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 10 20 30 40 50 60 70 80

4 カリキュラム改訂のねらい
約７割が主体的な学びの姿勢や意欲を身につけさせることをねらいとしている
　カリキュラム改訂のねらいとして多いのは、「学生に主体的な学びの姿勢や意欲を身につけさせる」

（66.9%）、「効果的・効率的に学生の学力を向上させる」（62.8%）、「専門的な知識だけでなく、社会に出た時に
必要な汎用的能力の育成・強化」（62.3%）であった（図17）。設置者別に、違いが大きいのは、「志願者数を増や
す」「就職実績や資格試験の合格率を上げる」「学生の留年・退学を減らす（なくす）」の３つの項目で、いずれも
私立が国公立に比べて高くなっている。

図17　カリキュラム改訂のねらい（全体・設置者別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）の狙いとして、以下のようなことがあてはまりますか。
あてはまるものをすべてお答えください。（○はいくつでも）Q

注１）複数回答。　
注２）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。
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63.9 64.8 68.0 

62.7 58.2 63.4 

58.0 58.8 63.9 

55.6 51.1 53.8 

21.4 14.3 43.9 

20.7 20.9 41.5 

15.7 11.0 23.0 

26.6 23.6 17.4 

 5.9  3.8  2.2

5.7 4.9 5.0 

0.5 0.0 0.1 

（％）



17

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
改
訂
に
つ
い
て

２

２ カリキュラム改訂について

効果的・効率的に学生の学力を向上させる

地域社会や企業等の人材ニーズに応える

志願者数を増やす

就職実績や資格試験の合格率を上げる

学生の留年・退学を減らす（なくす）

その他

特に目的はない

（％）

60以上（294）
50以上60未満（890）
50未満（972）

学生に主体的な学びの姿勢や
意欲を身につけさせる

専門的な知識だけでなく、社会に出た時に
必要な汎用的能力の育成・強化

政策動向や外部評価
（大学認証評価など）に対応する

外部資金（「特色ある大学教育支援
プログラム」など）を申請・獲得する
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19.7
29.0
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27.3

21.1
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18.1

7.5
5.5
4.0
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2.3

0.3
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4 カリキュラム改訂のねらい
約７割が主体的な学びの姿勢や意欲を身につけさせることをねらいとしている

　これら３つの項目は、図18の大学入試難易度（偏差値）別においても「50未満」で顕著に高い項目である。
その他に、大学入試難易度（偏差値）別で大きな違いがみられるのは、「地域社会や企業等の人材ニーズに応
える」であり、「50未満」58.5％ >「50以上60未満」53.7％ >「60以上」39.5％となっている。全般に入試
難易度の低いところほど、カリキュラム改訂に期待することがらが多いことがわかる。

図18　カリキュラム改訂のねらい（入試難易度（偏差値）別）

注１）複数回答。　
注２）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
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既存の科目の編成・内容に大きな変更が生じない

学生の学習成果の到達度の客観的な評価のしやすさ

学生に過度な負荷がかからない

既存の教員だけで、科目の教員の配置ができる

教員に過度な負荷がかからない

できるだけ長く利用できる、頻繁に変更しなくてよい

改訂にかかる費用を既存の予算内に収める

多くの教員の意見をまんべんなく反映する

教授会などで承認を得ること

学生の意見や評価をできるだけ取り入れる

企業など学外の意見をできるだけ取り入れる

学部・学科のディプロマポリシー
に沿った教育目標の達成

各科目の到達目標を明確にするなど、
担当教員の授業設計のしやすさ

新規カリキュラムに必要があれば、
追加的に機器・設備・教室を準備

オピニオンリーダーである教員の意見を
できるだけ反映する
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5 カリキュラム改訂で重視したこと
５割の学科が、ディプロマポリシーに沿った教育目標の達成を「とても重視」
　カリキュラム改訂において、「学部・学科のディプロマポリシーに沿った教育目標の達成」を「とても重視
した」が半数の49.5%、「やや重視した」も含めると88.5%が重視している。運用に関わることがらでは、「学
生に過度な負荷がかからない」「既存の教員だけで、科目の教員の配置ができる」を重視したとの回答が約７
割である（「とても+やや重視した」の割合）。さらに、関係者等の意見の反映に関しては、約３分の１にあたる
31.0%が「教授会などで承認を得ること」を「とても重視した」と回答している。それに対して、「学生の意見
や評価」「企業など学外の意見」の重視度は低くなっている。

カリキュラム改訂（新規策定含む）の内容やプロセスにおいて、以下のようなことをどの程度重視し
ましたか。（それぞれ○は１つ）

図19　カリキュラム改訂において重視したこと

Q

注１）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
注２）選択肢は「とても重視した」「やや重視した」「あまり重視しなかった」「まったく重視しなかった」の４段階。
注３）［　］内の値は、「とても重視した」＋「やや重視した」の％。
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２ カリキュラム改訂について

学部・学科内の教員間の合意形成

廃止したい科目の担当教員への対応

各科目でのわかりやすい到達目標の設定

カリキュラム改訂のための予算の獲得

上位者（学長・副学長・理事など）の承認

その他

特に阻害要因・課題はなかった

新カリキュラム実施のために
必要な教員の確保

新カリキュラム実施のために
必要な機器・設備・教室の準備

学生が履修しやすい
モデルカリキュラムの設定

学部・学科のディプロマポリシーに沿った
教育目標達成のためのスキル・知識の特定
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6 カリキュラム改訂における阻害要因・課題
約半数が学部・学科内の教員間の合意形成に課題を感じている
　カリキュラム改訂における阻害要因・課題をたずねたところ、「学部・学科内の教員間の合意形成」（45.4%）、

「新カリキュラム実施のために必要な教員の確保」（37.7%）の順に高くなった。設置者別にみると、「学部・学
科内の教員間の合意形成」が国立で51.1%と半数を超え、公立（47.3％）、私立（43.7％）に比べて若干高くなっ
ているが、全体にあまり大きな違いはみられない。

図20　カリキュラム改訂における阻害要因・課題（全体・設置者別）

カリキュラム改訂（新規策定含む）において、どのようなことが阻害要因・課題となりましたか。
阻害要因・課題となったものを、すべてお答えください。（○はいくつでも）Q

注１）複数回答。
注２）対象は、カリキュラム改訂が2000年以降と回答した2,156件。
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３ 現在のカリキュラムの特長と運用状況について

全体（2,376）

60以上（338）

50以上60未満（983）

50未満（1,055）

人文科学（333）

社会科学（490）

教育（137）

理工（623）

農水産（122）

医・薬・保健（376）

その他（287）

研究者の養成（82）

特定の資格・免許を必要とする専門的職業人の養成（706）

特定の資格・免許を必要としない専門的職業人の養成（359）

企業・行政等で活躍する人材の養成（741）

幅広い教養を持った人材の養成（309）

特定専門分野（芸術・体育等）の人材の養成（104）

2005年以前  （364）

2006－2007年  （288）

2008－2009年  （481）

2010年以降（1,112）

１） 知識重視 ⇔ 経験重視
■ ア：知識重視
最初に基礎的な知識や理
論を学ばせ、後から応用的
な学習をさせることを重
視する

■ イ：経験重視
最初に経験や体験をさせ、
後から理論を学ばせたり、
できるだけ経験の機会を
与えることを重視する
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62.9 34.7

67.4 28.9

70.1 27.4

76.1 21.4

1 カリキュラムの特長
近年、経験重視のカリキュラムが増加傾向　　　　　　　　　　　　　　　　 社会科学で汎用的能力、人文科学で自由選択を重視
　現在のカリキュラムの特長について、３つの軸を設定して、どちらに近いかをたずねた。1つ目は、「知識
重視か経験重視か」である。全体では67.5%が「知識重視」であるが、入試難易度（偏差値）別には、「50未満」
で「経験重視」が相対的に高く（「60以上」23.4%＜「50未満」35.6%）、学科系統別には「教育」の51.8%が「経
験重視」で顕著に高い。また、カリキュラムの改訂時期別にみると、近年になるほど、「経験重視」が増えてい
る傾向がみられる。

図21　カリキュラムの特長［知識重視⇔経験重視/専門的能力重視⇔汎用的能力重視/自由選択重視⇔系統性重視]

貴学科の現在のカリキュラムはどのような特長を持っていますか。それぞれについて、ア・イの
内容に近い方を選んでお答えください。（それぞれ○は１つ）Q

注）無回答があるため、２項目の値を合計しても100％にはならない。
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２） 専門的能力重視 ⇔ 汎用的能力重視
■ ア：専門的能力重視
専門的な知識・スキルを獲
得させることを重視する

■ イ：汎用的能力重視
幅広い知識や汎用的スキ
ルを獲得させることを重視
する

３）  自由選択重視 ⇔  系統性重視
■ ア：自由選択重視
学生が自由に科目を選択
し学ばせることを重視する

■ イ：系統性重視
学問体系に沿って、系統的
に学ばせることを重視する
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1 カリキュラムの特長
近年、経験重視のカリキュラムが増加傾向　　　　　　　　　　　　　　　　 社会科学で汎用的能力、人文科学で自由選択を重視

　２つ目は、「専門的能力重視か汎用的能力重視か」である。全体では、「専門的能力重視」が62.9%と多いが、
学科系統別にみると、「社会科学」では、「汎用的能力重視」が52.4%と半数を超えている。また、人材養成の目
的別には、「企業・行政等で活躍する人材の養成」「幅広い教養を持った人材の養成」を目的とした学科で、「汎
用的能力重視」がそれぞれ50.9%、59.9%と、「専門的能力重視」より多くなっている。
　３つ目は、「自由選択重視か系統性重視か」であり、全体では「系統性重視」が63.6%と多い。しかしながら
学科系統別にみると「人文科学」「社会科学」では「自由選択重視」の方が高く（それぞれ56.8%、51.2%）、人
材養成の目的別には、「幅広い教養を持った人材の養成」を目的とした学科で、「自由選択重視」が59.2%に及
んでいる。
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年間の履修単位制限の設定（CAP制度）

プレリクイジット（先行履修）科目の設定

同じ科目を1週間の中で複数の曜日に開設

学習の到達度を示すルーブリックの活用

その他

特に取り組んでいることはない

カリキュラムの履修モデルの作成と、
学生への提示
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方法等を確認する機会（会議等）の設置

入学時での学力到達度の低い学生にも
配慮したカリキュラム編成

学生の学習成果を記録する
学習ポートフォリオの導入

学習の順序性や段階を示す科目に
番号の付与（ナンバリング）

同じ科目を複数のセメスターに開設
（前期と後期など）
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2 学習効果を高めるためのカリキュラム上の工夫
私立大学の８割でCAP制度を実施
　学習効果を高めるためにカリキュラム上の工夫として、近年注目されている制度を中心に10項目を掲げ、
その実施状況についてたずねた。最も高かったのは「年間の履修単位制限の設定（CAP制度）」で74.1%の学
科で実施している。設置者別では、私立の実施率が80.3%と高い。また、「入学時での学力到達度の低い学生
にも配慮したカリキュラム編成」「同じ科目を複数のセメスターに開設（前期と後期など）」も国公立より私
立の学科で実施率が高くなっている。

「主体的な学習」を促すことを含め、学生の学習効果を高めるために、下記のようなカリキュラム上
の工夫をしていますか。実施しているものを、すべてお答えください。（○はいくつでも）

図22　学習効果を高めるためのカリキュラム上の工夫（全体・設置者別）

Q

注１）複数回答（図23も同じ）。　注２）n＝2,376。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。
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2 学習効果を高めるためのカリキュラム上の工夫
私立大学の８割でCAP制度を実施

　次に、学科系統別（５学科系統のみ）に比較をしたものが図23である。「年間の履修単位制限の設定（CAP
制度）」は「医・薬・保健」では41.8%だが、その他の４つの学科系統の実施率はおよそ８～９割で、「社会科学」
で88.2%と最も高い。また、「入学時での学力到達度の低い学生にも配慮したカリキュラム編成」は「理工」の
半数（53.9%）で実施されており、他の学科系統に比べて顕著に高い。さらに、「学生の学習成果を記録する学
習ポートフォリオの導入」は「教育」で51.8%と高い。

図23　学習効果を高めるためのカリキュラム上の工夫（上位９項目・学科系統別）

注）項目の網掛けは、学科系統間で20ポイント以上の違いがみられる項目を表す。
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学生の成績（GPAなど）や単位取得状況

卒業研究・論文

学生の留年・中退率

大学院の進学状況

ラーニング・ポートフォリオ

卒業生に対する企業等の評価

その他

評価をしていない

学生の授業やカリキュラムに対する
意見収集や、アンケート調査

学生の就職状況、資格取得状況、
国家試験等の合格状況

学生の学習時間や学習行動の把握のための
学生アンケート調査・聞き取り調査

卒業生によるカリキュラムに対する
評価収集や、アンケート調査

科目の期末試験とは異なる
学習到達度調査（アセスメント・テスト）
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3 カリキュラムの評価
授業評価アンケートが約８割。国立では、卒業生や企業等の学外評価も
　カリキュラムの評価に際して、指標として多く用いられているのは、「学生の授業やカリキュラムに対する
意見収集や、アンケート調査」（77.2%）、「学生の成績（GPAなど）や単位取得状況」（69.7%）である。国立では、

「卒業生によるカリキュラムに対する評価収集や、アンケート調査」や「卒業生に対する企業等の評価」など大
学外からの評価を取り入れている割合が公立・私立より高くなっている。

「主体的な学習」を促すことを含め、カリキュラムの成果や効果を評価するために、どのような指標
を参考にしていますか。個々の学生の評価ではなく、貴学科でのカリキュラムの評価について、す
べてお答えください。（○はいくつでも）

図24　カリキュラムの評価の実施状況（全体・設置者別）

Q

注１）複数回答。 注２）n＝2,376。
注３）設置者別の表の網掛けは、設置者間で10ポイント以上の差があるもので、最も高いものを■、最も低いものを■で示している。
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カリキュラムに対する学部・学科内の反発が大きい

学生に主体的な学びの姿勢や意欲が身についていない

教員配置を見直したいが、学部・学科内の反発が大きい

カリキュラムが社会や企業等の要請に合っていない

（％）

カリキュラムの趣旨や方針を踏まえ、各科目の到達目標
を作成し、授業を設計するのがたいへん

授業を担当する教員がカリキュラムの趣旨や方針を
授業に反映できていない、反映する力が不足

（モデル的な）カリキュラムを履修しても、
期待した学習成果に到達していない学生が多い

学生の学習成果を客観的・総合的に
評価できない、評価する基準がない

社会（企業等）の要請を意識したスキル・能力の育成ばかり
に集中し、学問の基礎的な知識の習得ができていない

学部・学科のディプロマポリシーに沿った
教育目標達成のためのカリキュラムになっていない

カリキュラム実施において教員に
過度な負担がかかっている

カリキュラム履修のために学生に
過度な負担がかかっている

カリキュラムを見直すための体制を
構築できない／予算がない

カリキュラムの見直しをしたいが、
評価する方法や基準がわからない

「主体的な学習」を促す授業が実践できる教員を
評価するための業績評価システムがない

「主体的な学習」を促すための予算がない／
機器・設備の購入や維持管理費用がかかりすぎている

「主体的な学習」を促す授業が
実践できる教員がいない、少ない

「主体的な学習」を促すカリキュラムや
授業の方法がわからない
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4 カリキュラムの運用上の課題
教員の負担と教員評価システムに課題
　カリキュラムの運用上の課題として最も高かったのは、「『主体的な学習』を促す授業が実践できる教員を
評価するための業績評価システムがない」65.0%（「よく+ややあてはまる」の%、以下同）であった。次いで「カ
リキュラム実施において教員に過度な負担がかかっている」62.7%と、持続性に関する問題点があげられて
いる。さらに「学生に主体的な学びの姿勢や意欲が身についていない」55.8%と、学習成果に係る課題が続い
ている。

図25　カリキュラムの運用上の課題

現在のカリキュラムを運用する上でどのようなことが課題となっていますか。（それぞれ○は１つ）Q

注１）n＝2,376。
注２）選択肢は、「よくあてはまる」「ややあてはまる」「あまりあてはまらない」「まったくあてはまらない」の４段階。
注３）［　］内の値は、「よくあてはまる」+「ややあてはまる」の％。
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全体（2,376）
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無回答

改訂を行いたい
とは思わない

まだ改訂には取り組んではいないが、
数年以内には行いたい

まだ改訂には取り組んではいないが、
すぐにでも行いたい

すでに改訂を行う
取り組みを進めている

5 今後のカリキュラム改訂の意向
すでに改訂の取り組みを進めている学科が４割
　今後のカリキュラム改訂の意向について、「すでに改訂を行う取り組みを進めている」が全体の43.6%、

「まだ改訂には取り組んではいないが、すぐにでも行いたい」「数年以内には行いたい」と合わせると8割が改
訂の意向を示している。設置者別には、私立で改訂の意向をもっている割合が高い。一方、国公立では「改訂を
行いたいとは思わない」という回答も2割を超える。学科系統別には、「取り組みを進めている」のは、「農水産」
で高く（51.6%）、「理工」でやや低い（37.9%）。さらに、学科定員数別にみると、学科定員規模の大きいところ
ほど、改訂の意向が高い傾向がみてとれる。

現在のカリキュラムの課題を解決するために、カリキュラムを改訂したいと思いますか。（○は１つ）

図26　カリキュラム改訂の意向（全体・設置者別・学科系統別・学科定員数別）

Q
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